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2020 年６月 26 日 

各  位 

 

 

                                    

会社名 株式会社ジーンズメイト 

代表社名 代表取締役社長    冨澤 茂 

 （コード番号 7448 東証第一部） 

問合せ先 取締役経営管理部長 佐藤信治 

電話番号 03-5738-5555 

 

 

支配株主等に関する事項について 
 

 

当社の親会社である RIZAP グループ株式会社について、支配株主等に関する事項は以下のとおりとな

りますので、お知らせいたします。 

 

 

１．親会社、支配株主（親会社を除く。）、又はその他の関係会社の商号等 

（2020 年３月 31 日現在） 

議決権所有割合（％） 

名称 属性 

直接所有分 合算対象分 計 

発行する株券が上場

されている金融商品

取引所等 

RIZAP グループ

株式会社 
親会社 64.45 － 64.45 札幌証券取引所 

 

 

２．親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付けその他の上場会社と親会社等との関係 

（１）親会社等の企業グループにおける当社の位置付け、親会社等との人的・資本的関係 

RIZAP グループ株式会社は、当社の議決権総数の 64.45％を所有する親会社であり、当社は同社グ

ループの中で「ライフスタイルセグメント」に位置づけられています。 

 

（親会社グループとの取引関係） 

RIZAP グループ株式会社との取引については、当社の事業上の必要性及び取引内容の適正性を考

慮して行っており、当該取引等については、取締役会において承認しております。 

   なお、同社及びグループ企業との人的関係については、親会社の取締役１名及び兄弟会社の執行

役員１名が当社の取締役を、親会社の役職者１名が当社の監査等委員を兼務しております。 
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（役員の兼務状況） 

 （2020 年６月 26 日現在） 

役職 氏名 
親会社またはその 

グループ企業での役職 
就任理由 

取締役 鎌谷 賢之 RIZAP クループ株式会社 

執行役員 

グループ経営企画財務経理統括 

RIZAP グループ株式会社においても中核を担

う存在であり、幅広い見識に基づく助言が期

待できることに加え、経営監督機能の強化が

図れるため 

取締役 

 

村瀬 伸行 ㈱ワンダーコーポレーション 

執行役員 

グループ会社内においても経営の中核を担う

存在であり、幅広い見識に基づく助言が期待

できることに加え、経営監督機能の強化が図

れるため 

取締役 

監査等

委員 

丸山 滋 RIZAP クループ株式会社 

人事部 

人事部長補佐 

RIZAP グループ株式会社においても人事の要

職を務めており、人事・労務中心に幅広い見

識に基づく助言が期待できることに加え、経

営監督機能の強化が図れるため 

（注）当社の取締役４名、監査等委員３名のうち、親会社との兼任取締役は当該３名となります。 

 

 

（２）親会社等の企業グループに属することによる事業上の制約 

      当社は、親会社である RIZAP グループ株式会社により役員の兼務が発生しているものの、一般株

主と利益相反が生じるおそれのない独立役員を２名選任し、強固なガバナンス体制のもと独自の

経営判断を行っており、当社の独立性は確保されております。 

 

 

（３）親会社等からの一定の独立性の確保に関する考え方及びそのための施策 

      当社は、同社からの兼務取締役が就任しておりますが、当社の取締役４名のうち同社の兼務取締

役は２名と半数となるものの、当社の責任のもとに事業活動及びに経営判断に関する意思決定を

行い、業務を遂行しております。 

従いまして、当社は同社から著しい影響を受けるおそれがなく、独自の経営判断が行える状況に

あると考えております。 

 

 

（４）親会社等からの一定の独立性の確保 

      当社と同社とは、人的・資本的関係がありますが、事業活動及び経営判断については当社の責任

のもとに意思決定を行い、業務執行をしており、一定の独立性が確保されていると認識しており

ます。 

 

 

３．支配株主等との取引に関する事項 

   該当事項はありません。 

 

 

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策の履行状況 

      支配株主である RIZAP グループ株式会社との取引については、当社より提供する、あるいは当社

に提供される財・サービスが主に取引されている市場等の客観的な情報をもとに、一般的な取引条

件と同様に合理的な決定がなされており、少数株主に不利益を与えることがないように適切に対応

しております。 

   その他の関連当事者取引についても、取締役会にて毎月報告しており、少数株主の保護に努めて

おります。 

 

以上 


